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１．2025年３月期の連結業績（2024年４月１日～2025年３月31日）

（１）連結経営成績 (％表示は対前期増減率)

売上高 営業利益 経常利益
親会社株主に帰属する

当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

2025年３月期 2,340 △1.0 △357 ― △356 ― △412 ―
2024年３月期 2,363 4.2 △380 ― △384 ― △545 ―

(注) 包括利益 2025年３月期 △412百万円( ―％) 2024年３月期 △545百万円( ―％)

１株当たり
当期純利益

潜在株式調整後
１株当たり
当期純利益

自己資本
当期純利益率

総資産
経常利益率

売上高
営業利益率

円 銭 円 銭 ％ ％ ％

2025年３月期 △22.46 ― △1,988.0 △30.3 △15.3
2024年３月期 △37.34 ― ― △32.9 △16.1

(参考) 持分法投資損益 2025年３月期 ―百万円 2024年３月期 ―百万円

（２）連結財政状態

総資産 純資産 自己資本比率 １株当たり純資産

百万円 百万円 ％ 円 銭

2025年３月期 1,270 189 14.9 7.21
2024年３月期 1,086 △148 △13.6 △8.43

(参考) 自己資本 2025年３月期 189百万円 2024年３月期 △148百万円

（３）連結キャッシュ・フローの状況
営業活動による

キャッシュ・フロー
投資活動による

キャッシュ・フロー
財務活動による

キャッシュ・フロー
現金及び現金同等物

期末残高
百万円 百万円 百万円 百万円

2025年３月期 △419 △22 711 369
2024年３月期 △309 △185 214 99

２．配当の状況

年間配当金 配当金総額
(合計)

配当性向
(連結)

純資産
配当率
(連結)第１四半期末 第２四半期末 第３四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％

2024年３月期 ― 0.00 ― 0.00 0.00 ― ― ―
2025年３月期 ― 0.00 ― 0.00 0.00 ― ― ―
2026年３月期(予想) ― 0.00 ― 0.00 0.00 ―

３．2026年３月期の連結業績予想（2025年４月１日～2026年３月31日）

(％表示は、通期は対前期、四半期は対前年同四半期増減率)

売上高 営業利益 経常利益
親会社株主に帰属
する当期純利益

１株当たり
当期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

第２四半期(累計) 972 △18.7 △17 ― △17 ― △37 ― △1.39
通 期 1,928 △17.6 114 ― 115 ― 41 ― 1.56



※ 注記事項

（１）期中における連結範囲の重要な変更 ： 無

新規 ―社（社名） 、除外 ―社（社名）

（２）会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示

① 会計基準等の改正に伴う会計方針の変更 ： 有

② ①以外の会計方針の変更 ： 無

③ 会計上の見積りの変更 ： 無

④ 修正再表示 ： 無

（３）発行済株式数（普通株式）

① 期末発行済株式数 (自己株式を含む) 2025年３月期 26,306,253株 2024年３月期 17,585,253株

② 期末自己株式数 2025年３月期 117株 2024年３月期 117株

③ 期中平均株式数 2025年３月期 18,349,716株 2024年３月期 14,600,709株

※ 決算短信は公認会計士又は監査法人の監査の対象外です

※ 業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項

本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると判断

する一定の前提に基づいており、その達成を当社として約束する趣旨のものではありません。また、実際の業績等は

様々な要因により大きく異なる可能性があります。業績予想の前提となる条件及び業績予想のご利用にあたっての注

意事項等については、添付資料３ページ「１．経営成績等の概況（４）今後の見通し」をご覧ください。
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１．経営成績等の概況

（１）当期の経営成績の概況

当連結会計年度（2024年４月１日から2025年３月31日）におけるわが国経済は、個人消費や企業収益の回復によ

り経済活動の正常化が進み、雇用・所得環境が改善するなど、景気の緩やかな回復傾向が見られました。一方で米

国における関税政策、中東やウクライナにおける紛争の長期化、中国経済の先行き懸念、為替の影響からエネルギ

ー価格、原材料価格の高騰等により、依然として先行きが不透明な状況が続いております。当スイーツ業界におき

ましては、消費者の節約傾向が進むなか、新たな提案商品がマーケットに溢れ、コンビニエンスストアを始め、

様々な場面で新スイーツのトレンドが生まれ、商品開発・価格競争が激化する厳しい状況が続いております。この

ような状況のなか、当社グループは昨年10月より経営体制の刷新を行い、従来からの積極的な拡大路線より収益率

重視の施策方針に転換いたしました。既存事業の収益改善を第一優先課題として、生産から販売までの経費削減を

中心に事業再構築に向けた具体的施策に着手しております。

以上の結果、連結売上高は2,340,110千円（前年同期比1.0％減)、連結営業損失は357,816千円（前年同期は

380,359千円の営業損失）、経常損失356,663千円（前年同期は384,808千円の経常損失）、親会社株主に帰属する当

期純損失は412,068千円（前年同期は545,124千円の当期純損失）となりました。

セグメント別の状況は、次のとおりです。

＜スイーツ事業＞

（洋菓子のヒロタ）

直営事業につきましては不採算店舗を閉鎖するなど収益改善に取り組んできたほか、全体の運営経費の削減を進

めてきました。売上原価につきましては、電力会社の変更や運送業者の一元化などコスト削減に努めているものの、

原材料費や光熱費等の高騰による原価率の高止まりが続いております。こうした状況に対処するため、人員の適正

化や運送費を含む生産体制の効率化、ポップアップ店舗の収益重視の厳正運営など収益改善に取り組みましたが、

計画どおりの収益が確保できず、結果として大きな営業損失となりました。

（あわ家惣兵衛）

直営店舗につきましては、酷暑の影響もあり売上が伸び悩む局面もありましたが、店舗環境に応じた商品の品揃

えなどを精査し、消費者ニーズに合った商品開発を行うなど売上向上に取り組みました。一方で、売上原価につき

ましては、原材料費や光熱費等の高騰から原価率の高止まりが続いており、売上向上を図るとともに生産体制の効

率化により原価率の低減を図り収益改善に取り組みましたが、売上高が前年を下回り結果として減収減益となりま

した。

（トリアノン洋菓子店）

直営店舗につきましては、販売体制強化、効率化や季節に合わせた商品開発を進め、集客率とリピート率を高め

る施策に取り組むとともに、主力のОＥМ先との取組を強化し受注生産高を拡大することで、生産性の向上と原価

率低減に取り組みました。一方で、原材料費や光熱費等の高騰の影響から計画どおりの収益が確保できない状況が

続き、結果として減収減益となりました。

この結果、スイーツ事業につきましては、セグメント売上高は2,167,207千円（前年同期比8.3％減）、セグメン

ト損失は304,066千円（前年同期は198,468千円のセグメント損失）となりました。

＜美容ヘルスケア事業＞

（МＥＸ商事）

新規の商品開発による納入業者の獲得も進めており、インバウンド向けの需要についてのマーケティングを行い、

通期で安定的な収益を確保することができました。

この結果、美容ヘルスケア事業につきましては、セグメント売上高は177,322千円、セグメント利益は165,356千

円となりました。

なお、美容ヘルスケア事業につきましては当連結会計年度より事業展開しているため、前年同期比較は記載して

おりません。



（２）当期の財政状態の概況

（資産）

流動資産は、前連結会計年度末に比べ172,897千円増加し、778,450千円となりました。これは主として、現金及

び預金が269,891千円増加し、売掛金及び契約資産が65,280千円減少したことによるものであります。

固定資産は、前連結会計年度末に比べ6,622千円増加し、482,750千円となりました。これは主として、敷金及び

保証金が9,464千円増加したことによるものであります。

（負債）

流動負債は、前連結会計年度末に比べ142,433千円減少し、483,748千円となりました。これは主として、買掛金

が35,488千円、未払金が95,886千円減少したことによるものであります。

固定負債は、前連結会計年度末に比べ11,763千円減少し、596,582千円となりました。これは主として、長期借入

金が6,005千円減少したことによるものであります。

（純資産）

純資産は、前連結会計年度末に比べ337,937千円増加し、189,696千円となりました。これは親会社株主に帰属す

る当期純損失412,068千円計上し、また、第三者割当増資及び減資により資本金138,600千円減少し、資本剰余金が

888,606千円増加したことによるものであります。

（３）当期のキャッシュ・フローの概況

当連結会計年度のキャッシュ・フローについては、現金及び現金同等物は、前連結会計年度末に比べ269,891千円

増加し、369,526千円となりました。

当連結会計年度における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は以下のとおりであります。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

営業活動によるキャッシュ・フローは、419,188千円の支出（前連結会計年度は309,199千円の支出）となりまし

た。主な増加要因は売上債権の減少額65,279千円であり、主な減少要因は税金等調整前当期純損失398,806千円、未

払金の減少額100,286千円によるものであります。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

投資活動によるキャッシュ・フローは、22,705千円の支出（前連結会計年度は185,845千円の支出）となりまし

た。主な減少要因は、有形固定資産の取得による支出13,709千円、敷金及び保証金の差入による支出14,073千円に

よるものであります。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

財務活動によるキャッシュ・フローは、711,786千円の収入（前連結会計年度は214,687千円の収入）となりまし

た。主な増加要因は、短期借入れによる収入50,000千円、長期借入れによる収入676,100千円、株式の発行による収

入742,894千円であり、主な減少要因は、短期借入金の返済による支出7,930千円、長期借入金の返済による支出

726,105千円、ファイナンス・リース債務の返済による支出23,173千円によるものであります。

（４）今後の見通し

今後の経済環境につきましては、原材料価格やエネルギー価格の上昇などにより物価高騰が続くなか、インバウ

ンド需要や賃上げ等による消費購買力の回復に期待はあるものの、先行きは不透明で依然として厳しい状況が続く

と予測されます。このような状況にあって当社グループは、昨年すすめた洋菓子のヒロタ１００周年事業による販

管費コストの大幅な増加による赤字幅拡大に対して事業の見直しを行い、赤字事業である直営事業、新規開発事業

からの早期の撤退を実行します。また流通事業についても物流費の高騰、販路の制約の中で、田口食品株式会社と

の協業により事業の効率化による収益力の回復を目指していきます。

次期の連結業績見通しにつきましては、売上高1,928百万円、営業利益114百万円、経常利益115百万円、親会社株

主に帰属する当期純利益41百万円を見込んでおります。

（５）継続企業の前提に関する重要事象等

当社グループは、前連結会計年度まで営業キャッシュ・フローのマイナスを継続しており、当連結会計年度にお

いて357,816千円の営業損失を計上しております。このため、継続企業の前提に関する重要な疑義を生じさせるよ

うな状況が存在しております。

当社グループでは、当該事象を解消し、収益力の向上及び財務体質の強化を図ってまいります。

なお、詳細につきましては、「３．連結財務諸表及び主な注記 （５）連結財務諸表に関する注記事項（継続企



業の前提に関する注記）」に記載のとおりです。

２．会計基準の選択に関する基本的な考え方

当社グループは、連結財務諸表の期間比較可能性及び企業間の比較可能性を考慮し、当面は、日本基準で連結財

務諸表を作成する方針であります。なお、ＩＦＲＳ（国際財務報告基準）の適用につきましては、国内外の諸情勢

を考慮の上、適切に対応していく方針であります。



３．連結財務諸表及び主な注記

（１）連結貸借対照表

(単位：千円)

前連結会計年度
(2024年３月31日)

当連結会計年度
(2025年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 99,635 369,526

売掛金及び契約資産 309,733 244,453

商品及び製品 36,913 23,266

仕掛品 5,202 7,682

原材料及び貯蔵品 109,247 84,815

その他 44,820 48,705

流動資産合計 605,553 778,450

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物 607,387 557,472

減価償却累計額 △576,444 △526,956

建物及び構築物（純額） 30,942 30,515

機械装置及び運搬具 543,553 543,830

減価償却累計額 △543,553 △543,830

機械装置及び運搬具（純額） ― ―

その他 288,829 278,395

減価償却累計額 △281,102 △271,461

その他（純額） 7,726 6,934

土地 288,000 288,000

有形固定資産合計 326,669 325,449

無形固定資産

その他 ― 1,170

無形固定資産合計 ― 1,170

投資その他の資産

敷金及び保証金 131,457 140,921

その他 18,001 15,209

投資その他の資産合計 149,459 156,131

固定資産合計 476,128 482,750

繰延資産

株式交付費 4,604 8,826

繰延資産合計 4,604 8,826

資産合計 1,086,286 1,270,027



(単位：千円)

前連結会計年度
(2024年３月31日)

当連結会計年度
(2025年３月31日)

負債の部

流動負債

買掛金 184,367 148,879

短期借入金 4,530 45,900

1年内返済予定の長期借入金 102,356 46,540

リース債務 22,691 7,408

未払法人税等 7,876 14,246

未払金 202,503 106,617

未払費用 93,394 69,127

店舗閉鎖損失引当金 ― 10,258

移転損失引当金 ― 18,766

その他 8,461 16,004

流動負債合計 626,181 483,748

固定負債

長期借入金 375,011 369,006

リース債務 9,817 1,927

繰延税金負債 58,550 58,561

資産除去債務 39,605 35,211

長期未払金 125,359 131,876

固定負債合計 608,345 596,582

負債合計 1,234,527 1,080,331

純資産の部

株主資本

資本金 238,600 100,000

資本剰余金 502,787 1,391,393

利益剰余金 △889,597 △1,301,666

自己株式 △30 △30

株主資本合計 △148,240 189,696

純資産合計 △148,240 189,696

負債純資産合計 1,086,286 1,270,027



（２）連結損益計算書及び連結包括利益計算書

連結損益計算書

(単位：千円)
前連結会計年度

(自 2023年４月１日
至 2024年３月31日)

当連結会計年度
(自 2024年４月１日
至 2025年３月31日)

売上高 2,363,702 2,340,110

売上原価 1,504,528 1,439,279

売上総利益 859,174 900,830

販売費及び一般管理費 1,239,533 1,258,646

営業損失（△） △380,359 △357,816

営業外収益

受取利息 1 33

受取配当金 6 8

助成金収入 5,345 ―

受取保険金 ― 2,501

保険解約返戻金 ― 8,555

その他 1,372 4,041

営業外収益合計 6,725 15,139

営業外費用

支払利息 8,955 10,571

株式交付費 1,934 2,889

その他 284 526

営業外費用合計 11,174 13,986

経常損失（△） △384,808 △356,663

特別損失

固定資産売却損 ― 1,494

固定資産除却損 767 ―

減損損失 155,489 5,802

店舗閉鎖損失 ― 8,215

店舗閉鎖損失引当金繰入額 ― 9,658

移転損失引当金繰入額 ― 16,971

特別損失合計 156,256 42,143

税金等調整前当期純損失（△） △541,065 △398,806

法人税、住民税及び事業税 2,892 14,246

法人税等調整額 1,166 △984

法人税等合計 4,059 13,262

当期純損失（△） △545,124 △412,068

親会社株主に帰属する当期純損失（△） △545,124 △412,068



連結包括利益計算書

(単位：千円)
前連結会計年度

(自 2023年４月１日
至 2024年３月31日)

当連結会計年度
(自 2024年４月１日
至 2025年３月31日)

当期純損失（△） △545,124 △412,068

包括利益 △545,124 △412,068

（内訳）

親会社株主に係る包括利益 △545,124 △412,068



（３）連結株主資本等変動計算書
前連結会計年度(自 2023年４月１日 至 2024年３月31日)

(単位：千円)

株主資本
純資産合計

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

当期首残高 100,000 364,187 △344,473 △30 119,683 119,683

当期変動額

新株の発行 138,600 138,600 277,200 277,200

親会社株主に帰属する

当期純損失（△）
△545,124 △545,124 △545,124

減資 ―

当期変動額合計 138,600 138,600 △545,124 ― △267,924 △267,924

当期末残高 238,600 502,787 △889,597 △30 △148,240 △148,240

当連結会計年度(自 2024年４月１日 至 2025年３月31日)

(単位：千円)

株主資本
純資産合計

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

当期首残高 238,600 502,787 △889,597 △30 △148,240 △148,240

当期変動額

新株の発行 375,003 375,003 750,006 750,006

親会社株主に帰属する

当期純損失（△）
△412,068 △412,068 △412,068

減資 △513,603 513,603 ―

当期変動額合計 △138,600 888,606 △412,068 ― 337,937 337,937

当期末残高 100,000 1,391,393 △1,301,666 △30 189,696 189,696



（４）連結キャッシュ・フロー計算書

(単位：千円)
前連結会計年度

(自 2023年４月１日
至 2024年３月31日)

当連結会計年度
(自 2024年４月１日
至 2025年３月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前当期純損失（△） △541,065 △398,806

減価償却費 24,438 6,785

固定資産除却損 767 ―

受取利息及び受取配当金 △8 △41

支払利息 8,955 10,571

固定資産売却損益（△は益） ― 1,494

受取保険金 ― △2,501

保険解約返戻金 ― △8,555

株式交付費償却 1,934 2,889

減損損失 155,489 5,802

店舗閉鎖損失 ― 8,215

店舗閉鎖損失引当金の増減額（△は減少） ― 9,658

移転損失引当金の増減額（△は減少） ― 16,971

売上債権の増減額（△は増加） △69,988 65,279

棚卸資産の増減額（△は増加） △28,530 35,599

仕入債務の増減額（△は減少） 51,746 △35,488

未払金の増減額（△は減少） 93,182 △100,286

未払費用の増減額（△は減少） 499 △24,351

その他 10 △232

小計 △302,567 △406,995

利息及び配当金の受取額 8 41

利息の支払額 △7,778 △14,995

法人税等の支払額 △2,639 △2,898

法人税等の還付額 3,777 ―

保険金の受取額 ― 2,501

保険解約返戻金の受取額 ― 8,555

店舗閉鎖損失の支払額 ― △5,397

営業活動によるキャッシュ・フロー △309,199 △419,188

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の売却による収入 ― 262

有形固定資産の取得による支出 △128,338 △13,709

無形固定資産の取得による支出 △314 △2,300

敷金及び保証金の差入による支出 △60,648 △14,073

敷金及び保証金の回収による収入 5,099 3,845

その他 △1,643 3,269

投資活動によるキャッシュ・フロー △185,845 △22,705

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入れによる収入 70,000 50,000

短期借入金の返済による支出 △70,000 △7,930

長期借入れによる収入 80,000 676,100

長期借入金の返済による支出 △116,932 △726,105

ファイナンス・リース債務の返済による支出 △22,087 △23,173

株式の発行による収入 273,706 742,894

財務活動によるキャッシュ・フロー 214,687 711,786

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △280,358 269,891

現金及び現金同等物の期首残高 379,993 99,635

現金及び現金同等物の期末残高 99,635 369,526



（５）連結財務諸表に関する注記事項

(継続企業の前提に関する注記)

当社グループは、企業ブランドの再構築を進めるなか、積極的な拡大施策を基に収益改善を目指しましたが、売

上高は積極的な施策に見合った結果は残せず、当連結会計年度において営業損失357,816千円、親会社株主に帰属す

る当期純損失412,068千円を計上し、第三者割当増資により純資産は189,696千円となり債務超過は解消いたしまし

たが、営業活動によるキャッシュ・フローはマイナスを継続しております。

これらにより、継続企業の前提に関する重要な疑義を生じさせるような状況が存在しております。

継続企業の前提に関する重要な疑義を生じさせるような状況を解消するためには、従来の経営戦略を抜本的に見

直し売上拡大による収益獲得でなく、利益を追求するために、聖域なき事業の見直しを行ってまいります。具体的

には当社グループの中核事業会社である洋菓子のヒロタについて、直営事業及び新規開発事業については、赤字か

らの脱却が見えないため早急の事業撤退を行います。流通事業についても田口食品株式会社との業務提携を通じて

当社は製造に特化することで、商品開発や原価低減に特化して既存事業の収益性の改善を図ってまいります。

なお、現段階で改善するための対応策は以下のとおりです。

＜スイーツ事業＞

洋菓子のヒロタの創業100周年事業が収益獲得につながらず、拡大した直営事業及び新規開発事業については早

期に事業撤退を進めていきます。一方で、インバウンド向け商材について、開発及び販売をすることで売上・利

益を取っていき下期での黒字化を目指します。

（洋菓子のヒロタ）

赤字であった直営事業及び新規事業開発については撤退し、流通事業においても協業先への販売委託により当

社は製造に特化した体制をとることで、膨れ上がった販管費を大幅に圧縮し、売上は減少するものの、黒字化を

達成することで生き残りを図ります。

（あわ家惣兵衛）

直営店舗の単店舗売上拡大のため新商品の開発、モチベーション対応など、地域に根付く企業として地域貢献

も含めた提案を積極的に行ってまいります。一方で、恒常的な人材不足や材料費の高騰に対する対策としては、

現場でのコスト管理の徹底及び値上げを行うなど、きめ細かい原価管理体制を構築し品質を高めながら売上原価

率の低減に努めてまいります。

（トリアノン洋菓子店）

直営店舗は、売上向上のための販売体制の強化とシーズンに合わせた商品開発を進め、年間を通して消費者の

期待に応えられる品揃えを実現させ、１店舗当たりの集客力とリピート率を高めてまいります。ＯＥＭ取引先に

対する供給も更に強化し収益改善を実現させてまいります。またインバウンド向け商材についての開発、販売を

開始することで黒字化を達成する予定です。

＜美容ヘルスケア事業＞

（ＭＥＸ商事）

美容ヘルスケア事業について、化粧品・サプリメント等を中心とした販売事業を免税店等を中心に展開してお

り、安定的な収益を得ております。インバウンドの需要が増えるなかで、マーケティング強化とスピード感をも

ったビジネスを行い、今後も更なる増収へ向けた動きを展開してまいります。

以上の対応策の実施により、事業面及び財務面での安定化を図り、当該状況の解消、改善に努めてまいりま

す。しかしながら、これらの対応策は実施途上にあり、現時点において継続企業の前提に関する重要な不確実性

が認められます。

なお、連結財務諸表は継続企業を前提として作成しており、継続企業の前提に関する重要な不確実性の影響を

連結財務諸表に反映しておりません。



(会計方針の変更)

（「法人税、住民税及び事業税等に関する会計基準」等の適用）

「法人税、住民税及び事業税等に関する会計基準」（企業会計基準第27号2022年10月28日。以下「2022年改正会

計基準」という。）等を当連結会計年度の期首から適用しております。

法人税等の計上区分（その他の包括利益に対する課税）に関する改正については、2022年改正会計基準第20－３

項ただし書きに定める経過的な取扱い及び「税効果会計に係る会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第28

号2022年10月28日。以下「2022年改正適用指針」という。）第65－２項（２）ただし書きに定める経過的な取扱い

に従っております。なお、当該会計方針の変更による連結財務諸表に与える影響はありません。

また、連結会社間における子会社株式等の売却に伴い生じた売却損益を税務上繰り延べる場合の連結財務諸表に

おける取扱いの見直しに関連する改正については、2022年改正適用指針を当連結会計年度の期首から適用しており

ます。当該会計方針の変更は、遡及適用され、前連結会計年度については遡及適用後の連結財務諸表となっており

ます。なお、当該会計方針の変更による前連結会計年度の連結財務諸表への影響はありません。

(セグメント情報等)

１．報告セグメントの概要

当社の報告セグメントは、当社グループの構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取締役会が、

経営資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものであります。

当社グループはグループ全体を統括する持株会社の下で、「スイーツ事業」及び「美容ヘルスケア事業」を展開

しております。

従って、当社グループは「スイーツ事業」及び「美容ヘルスケア事業」の２つを報告セグメントとしておりま

す。「スイーツ事業」は洋菓子類、和菓子類、冷菓類の製造・販売及び卸売業等を行っております。「美容ヘルス

ケア事業」は化粧品・サプリメント等を中心とした販売事業を免税店等を中心に展開しております。

２．報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産その他の項目の金額の算定方法

報告されている事業セグメントの会計処理の方法は、「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」にお

ける記載と概ね同一であります。報告セグメントの利益は、営業利益に基づいた数値であります。セグメント間の

内部収益及び振替高は市場実勢価格に基づいております。



３．報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産その他の項目の金額に関する情報

前連結会計年度（自 2023年４月１日 至 2024年３月31日）

(単位：千円)

報告セグメント

合計
調整額
（注）1

連結財務諸表
計上額
（注）２スイーツ事業

美容ヘルス
ケア事業

売上高

外部顧客への売上高 2,363,702 ― 2,363,702 ― 2,363,702

セグメント間の内部売上高
又は振替高

― ― ― ― ―

計 2,363,702 ― 2,363,702 ― 2,363,702

セグメント損失 △198,468 △103 △198,572 △181,787 △380,359

セグメント資産 1,027,875 354 1,028,229 58,056 1,086,286

その他の項目

減価償却費 24,246 ― 24,246 192 24,438

特別損失

（減損損失） 154,571 ― 154,571 918 155,489

有形固定資産及び
無形固定資産の増加額

127,213 ― 127,213 1,110 128,324

(注)１. 調整額は、以下のとおりであります。

（1）セグメント損失の調整額△181,787千円は、各報告セグメントに配分していない全社費用であります。

（2）セグメント資産の調整額58,056千円は、持株会社である提出会社に係る資産であります。

（3）減価償却費の調整額192千円は、持株会社である提出会社に係る減価償却費であります。

（4）減損損失の調整額918千円は、持株会社である提出会社に係る減損損失であります。

（5）有形固定資産及び無形固定資産の増加額の調整額1,110千円は、持株会社である提出会社に係るものであ

ります。

２. セグメント損失は、連結損益計算書の営業損失と調整を行っております。



当連結会計年度（自 2024年４月１日 至 2025年３月31日）

(単位：千円)

報告セグメント
合計

調整額
（注）1

連結財務諸表
計上額
（注）２スイーツ事業

美容ヘルス
ケア事業

売上高

外部顧客への売上高 2,162,788 177,322 2,340,110 ― 2,340,110

セグメント間の内部売上高
又は振替高

4,419 ― 4,419 △4,419 ―

計 2,167,207 177,322 2,344,529 △4,419 2,340,110

セグメント利益又はセグメ
ント損失（△）

△304,066 165,356 △138,709 △219,106 △357,816

セグメント資産 851,383 157,387 1,008,770 261,256 1,270,027

その他の項目

減価償却費 5,200 1,209 6,409 375 6,785

特別損失

（減損損失） 5,077 ― ― 725 5,802

有形固定資産及び
無形固定資産の増加額

12,608 2,380 14,988 1,101 16,089

(注)１. 調整額は、以下のとおりであります。

（1）セグメント利益又は損失の調整額△219,106千円は、各報告セグメントに配分していない全社費用及びセ

グメント間内部売上高の調整額であります。

（2）セグメント資産の調整額261,256千円は、持株会社である提出会社に係る資産であります。

（3）減価償却費の調整額375千円は、持株会社である提出会社に係る減価償却費であります。

（4）減損損失の調整額725千円は、持株会社である提出会社に係る減損損失であります。

（5）有形固定資産及び無形固定資産の増加額の調整額1,101千円は、持株会社である提出会社に係るものであ

ります。

２. セグメント利益又は損失は、連結損益計算書の営業損失と調整を行っております。

４．報告セグメントの変更等に関する事項

(報告セグメントの変更)

当社の子会社であるМＥＸ商事において、当期よりスイーツ事業以外の化粧品・サプリメント等を中心とした

販売事業をスタートしております。これに伴い、報告セグメントを従来の単一セグメントから、「スイーツ事

業」及び「美容ヘルスケア事業」の２区分に変更しております。

なお、前連結会計年度のセグメント情報は、変更後の報告セグメントの区分に基づき作成したものを開示して

おります。

（関連情報）

前連結会計年度（自 2023年４月１日 至 2024年３月31日）

１．製品及びサービスごとの情報

セグメント情報に同様の情報を開示しているため、記載を省略しております。

２．地域ごとの情報

（1）売上高

本邦以外の外部顧客への売上がないため、該当事項はありません。

（2）有形固定資産

本邦以外に所在している有形固定資産がないため、該当事項はありません。

３．主要な顧客ごとの情報

外部顧客への売上高のうち、連結損益計算書の売上高の10％以上を占める相手先がないため、記載はありませ

ん。



当連結会計年度（自 2024年４月１日 至 2025年３月31日）

１．製品及びサービスごとの情報

セグメント情報に同様の情報を開示しているため、記載を省略しております。

２．地域ごとの情報

（1）売上高

本邦の外部顧客への売上高が連結損益計算書の売上高の90％を超えるため、記載を省略しております。

（2）有形固定資産

本邦以外に所在している有形固定資産がないため、該当事項はありません。

３．主要な顧客ごとの情報

外部顧客への売上高のうち、連結損益計算書の売上高の10％以上を占める相手先がないため、記載はありませ

ん。

（報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報）

セグメント情報に同様の情報を開示しているため、記載を省略しております。

（報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報）

該当事項はありません。

（報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報）

該当事項はありません。



(１株当たり情報)

項目
前連結会計年度

(自 2023年４月１日
至 2024年３月31日)

当連結会計年度
(自 2024年４月１日
至 2025年３月31日)

１株当たり純資産額 △８円43銭 ７円21銭

１株当たり当期純損失(△) △37円34銭 △22円46銭

（注）１．潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

２．１株当たり当期純損失の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

項目
前連結会計年度

(自 2023年４月１日
至 2024年３月31日)

当連結会計年度
(自 2024年４月１日
至 2025年３月31日)

親会社株主に帰属する当期純損失(△)(千円) △545,124 △412,068

普通株主に帰属しない金額（千円） ― ―

普通株式に係る親会社株主に帰属する当期純損失
(△)(千円)

△545,124 △412,068

普通株式の期中平均株式数(株) 14,600,709 18,349,716

(重要な後発事象)

当社は2025年５月14日付の取締役会において、本社の移転について決議いたしました。

１.目的

今後の事業展開における業務の機動的かつ効率的な運営を図るため、親会社である株式会社ASHDと同ビル内に移

転することとしました。

２.移転の概要

住所
（旧）東京都千代田区内神田一丁目５番12号
（新）東京都港区東新橋一丁目１番19号

移転スケジュール
2025年６月 移転作業

７月 原状回復工事・契約解除

移転費用
原状回復費用（見積り） 8,536千円
移転作業（見積り） 2,500千円

３.本社移転手続き

2025年６月27日開催予定の定時株主総会において定款変更



４．その他

（１）継続企業の前提に関する重要事象等

当社グループは、企業ブランドの再構築を進めるなか、積極的な拡大施策を基に収益改善を目指しましたが、売

上高は積極的な施策に見合った結果は残せず、当連結会計年度において営業損失357,816千円、親会社株主に帰属す

る当期純損失412,068千円を計上し、第三者割当増資により純資産は189,696千円となり債務超過は解消しましたが、

営業活動によるキャッシュ・フローはマイナスを継続しております。

これらにより、継続企業の前提に関する重要な疑義を生じさせるような状況が存在しております。

継続企業の前提に関する重要な疑義を生じさせるような状況を解消するためには、従来の経営戦略を抜本的に

見直し売上拡大による収益獲得でなく、利益を追求するために、聖域なき事業の見直しを行っていきます。具体

的には当社グループの中核事業会社である洋菓子のヒロタについて、直販事業及び新規開発事業については、赤

字からの脱却が見えないため早急の事業撤退を行います。流通事業についても田口食品株式会社との業務提携を

通じて当社は製造に特化することで、商品開発や原価低減に特化して既存事業の収益性の改善を図ってまいりま

す。

なお、現段階で改善するための対応策は以下のとおりです。

<スイーツ事業＞

洋菓子のヒロタの創業100周年事業が収益獲得につながらず、拡大した直営事業及び新規開発事業については早

期に事業撤退を進めていきます。一方で、インバウンド向け商材について、開発及び販売をすることで売上・利

益を取っていき下期での黒字化を目指します。

（洋菓子のヒロタ）

赤字であった直営事業及び新規事業開発については撤退し、流通事業においても協業先への販売委託により当

社は製造に特化した体制をとることで、膨れ上がった販管費を大幅に圧縮し、売上は減少するものの、黒字化を

達成することで生き残りを図ります。

（あわ家惣兵衛）

直営店舗の単店舗売上拡大のため新商品の開発、モチベーション対応など、地域に根付く企業として地域貢献

も含めた提案を積極的に行ってまいります。一方で、恒常的な人材不足や材料費の高騰に対する対策としては、

現場でのコスト管理の徹底及び値上げを行うなど、きめ細かい原価管理体制を構築し品質を高めながら売上原価

率の低減に努めてまいります。

（トリアノン洋菓子店）

直営店舗は、売上向上のための販売体制の強化とシーズンに合わせた商品開発を進め、年間を通して消費者の

期待に応えられる品揃えを実現させ、１店舗当たりの集客力とリピート率を高めてまいります。ＯＥＭ取引先に

対する供給も更に強化し収益改善を実現させてまいります。またインバウンド向け商材についての開発、販売を

開始することで黒字化を達成する予定です。

＜美容ヘルスケア事業＞

（ＭＥＸ商事）

美容ヘルスケア事業について、化粧品・サプリメント等を中心とした販売事業を免税店等を中心に展開してお

り、安定的な収益を得ております。インバウンドの需要が増えるなかで、マーケティング強化とスピード感をも

ったビジネスを行い、今後も更なる増収へ向けた動きを展開してまいります。

以上の対応策の実施により、事業面及び財務面での安定化を図り、当該状況の解消、改善に努めてまいりま

す。しかしながら、これらの対応策は実施途上にあり、現時点において継続企業の前提に関する重要な不確実性

が認められます。

なお、連結財務諸表は継続企業を前提として作成しており、継続企業の前提に関する重要な不確実性の影響を

連結財務諸表に反映しておりません。


